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ネ
ッ
ト
時
代
と
は
言
え
、
建
設

業
の
求
人
募
集
は
今
も
ス
ポ
ー
ツ

紙
が
定
番
で
す
。
広
告
に
は
日
給

1
万
2
0
0
0
円
、
日
払
い
Ｏ
Ｋ

な
ど
、
時
給
の
文
字
は
あ
り
ま
せ

ん
。
建
設
労
働
者
は
古
く
か
ら
日

額
賃
金
に
慣
ら
さ
れ
、
ひ
い
て
は

就
労
時
間
に
つ
い
て
も
関
心
が
低

い
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

地
域
別
最
低
賃
金
が
10
月
か
ら

改
定
さ
れ
る
。
東
京
、
神
奈
川
が

初
め
て
時
給
1
0
0
0
円
を
超
え

た
ほ
か
、
最
賃
改
定
で
賃
上
げ
と

な
る
労
働
者
も
13
％
以
上
へ
広
が

る
。
問
題
は
地
域
間
格
差
と
水
準

の
低
さ
だ
。
か
つ
て
格
差
縮
小
を

目
指
し
て
全
国
一
律
最
賃
を
実
現

し
た
フ
ラ
ン
ス
や
各
国
の
中
小
支

援
策
も
参
考
に
、
潮
目
が
変
わ
る

最
賃
闘
争
に
焦
点
を
当
て
た
。

正
規
・
非
正
規
の

賃
上
げ
に
連
動

今
年
の
改
定
は
、
安
倍
首
相
に

よ
る
4
年
連
続
の
3
％
程
度
増
方

針
を
踏
ま
え
、
早
期
に
平
均
1
0

0
0
円
を
め
ざ
す
と
し
た
上
で
、

初
め
て
「
地
域
間
格
差
に
配
慮
」

も
提
起
し
、
引
き
上
げ
水
準
が
注

目
さ
れ
た
。
し
か
し
、
改
定
は
昨

年
よ
り
1
円
増
の
27
円
、
平
均
9

0
1
円
（
3
・
09
％
・
昨
年
3
・

07
％
）
で
、
昨
年
並
み
の
引
き
上

げ
に
と
ど
ま
っ
た
。
し
か
も
9
0

1
円
を
超
す
の
は
7
都
府
県
の
み

で
、7
0
0
円
台
が
17
県
も
あ
る
。

改
定
目
安
は
東
京
な
ど
Ａ
ラ
ン

ク
が
28
円
、
静
岡
な
ど
Ｂ
ラ
ン
ク

27
円
、
北
海
道
な
ど
Ｃ
ラ
ン
ク
26

円
、高
知
な
ど
Ｄ
ラ
ン
ク
26
円
だ
。

目
安
を
上
回
っ
た
の
は
福
岡
、
岩

手
な
ど
19
県
で
1
〜
3
円
を
上
積

み
し
た
。
最
下
位
だ
っ
た
鹿
児
島

は
目
安
プ
ラ
ス
3
円
の
29
円
増
で

7
9
0
円
。
地
域
格
差
も
2
2
4

円
か
ら
2
2
3
円
へ
、
16
年
ぶ
り

に
縮
小
し
た
。

前
進
面
は
、
最
賃
で
賃
金
が
引

き
上
げ
ら
れ
る
影
響
率
の
拡
大

だ
。
昨
年
は
13
・
8
％
で
7
人
に

1
人
に
影
響
し
た
が
、
今
回
は
さ

ら
に
拡
大
す
る
。
地
方
で
は
神
奈

川
が
25
・
6
％
、
青
森
21
・
6
％
、

大
阪
19
・
4
％
な
ど
4
〜
5
人
に

1
人
に
影
響
し
、
正
規
、
非
正
規

労
働
者
の
賃
上
げ
に
連
動
す
る
。

公
務
員
賃
金
に
も
影
響
し
、
人

事
院
勧
告
で
高
卒
初
任
給
の
時
給

換
算
8
9
7
円
は
最
賃
平
均
9
0

1
円
以
下
と
な
り
、
賃
金
是
正
が

求
め
ら
れ
て
い
る
。

日給・日払いが目立つ建設業の求人

最
賃
改
定
は

仲
間
に
も
影
響

「
日
勤
8
時
か
ら
午
後
5
時
ま

で
1
時
間
休
憩
で
8
5
0
0
円
」

の
交
通
誘
導
員
。
8
時
間
で
計
算

す
る
と
都
最
低
賃
金（
9
8
5
円
）

を
上
回
り
ま
す
が
、
作
業
前
の
打

ち
合
わ
せ
時
間
を
加
算
す
る
と
下

回
り
ま
す
。
先
日
も
喫
茶
店
で
わ

ず
か
20
分
そ
こ
そ
で
昼
食
を
切
り

上
げ
る
誘
導
員
の
方
々
が
あ
り
ま

し
た
。
人
手
不
足
の
中
、
交
代
要

員
も
ま
ま
な
ら
な
い
。
交
通
誘
導

は
現
場
作
業
員
が
休
憩
中
も
続
く

た
め
、
募
集
広
告
と
は
異
な
る
就

労
実
態
に
あ
る
こ
と
が
想
起
さ
れ

ま
す
。

技
能
実
習
生
を
抱
え
る
事
業
所

が
増
え
て
い
ま
す
が
、
実
習
生
を

送
り
出
す
監
理
団
体
の
意
向
で
最

低
賃
金
と
な
る
こ
と
が
あ
り
ま

す
。
最
賃
改
定
は
身
近
な
仲
間
に

も
影
響
を
与
え
ま
す
。
こ
こ
で
併

せ
て
考
え
て
欲
し
い
の
が
、
労
働

基
準
法
の「
割
増
」で
す
。
1
時
間

あ
た
り
の
最
低
賃
金
額
さ
え
守
れ

ば
い
い
と
い
う
も
の
で
は
あ
り
ま

せ
ん
。
早
出
や
残
業
、
さ
ら
に
休

日
出
勤
に
つ
い
て
法
令
に
準
じ
た

上
乗
せ
加
算
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

建
設
業
を
み
る
目

さ
ら
に
厳
し
く

五
輪
施
設
の
有
明
ア
リ
ー
ナ
現

場
で
就
労
す
る
軽
天
ボ
ー
ド
の
組

合
員
、
日
額
1
万
8
0
0
0
円
で

休
憩
時
間
を
除
く
8
時
間
労
働
。

時
間
単
価
は
2
2
5
0
円
で
す
。

彼
は
残
業
代
と
し
て
1
時
間
2
5

0
0
円
受
け
取
っ
て
い
ま
す
。
一

般
的
に
労
働
基
準
法
で
計
算
す
る

と
2
8
1
2
円
（
時
間
給
の
1
・

25
倍
）
が
必
要
と
な
り
、
残
業
代

は
違
法
で
す
。
彼
は
い
ま
、
残
業

代
の
見
直
し
に
つ
い
て
事
業
主
と

相
談
を
始
め
て
い
ま
す
。

若
者
の
賃
金
に
対
す
る
関
心
は

見
た
目
の
「
日
額
」
で
は
な
く
就

労
時
間
と
時
間
単
価
で
あ
り
、
そ

れ
に
相
当
す
る
「
実
額
」
で
す
。

飲
食
業
界
・
コ
ン
ビ
ニ
も
人
手
不

足
、
街
中
の
「
時
給
1
○
○
○
円

以
上
の
求
人
募
集
」
は
若
者
に
市

場
相
場
を
学
ば
せ
ま
す
。
最
賃
が

引
き
上
が
る
事
は
、
建
設
業
を
み

る
目
を
さ
ら
に
厳
し
く
さ
せ
る
で

し
ょ
う
。
東
京
土
建
は
元
請
に
対

す
る
法
定
福
利
費
の
適
正
な
支
払

い
と
単
価
契
約
の
改
善
、
さ
ら
に

国
に
対
し
小
零
細
事
業
所
の
社
会

保
険
負
担
の
軽
減
や
助
成
制
度
の

拡
充
を
要
望
し
、
建
設
従
事
者
の

処
遇
改
善
強
化
を
す
す
め
ま
す
。

最
賃
が
平
均
9
0
0
円
台
に
な

っ
た
と
は
い
え
、
先
進
国
の
最
賃

は
1
0
0
0
円
台
で
あ
り
、
日
本

の
水
準
は
低
い
。

国
際
比
較（
19
年
1
月
）で
は
、

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
1
3
0
6
円
、

フ
ラ
ン
ス
1
2
4
4
円
、
オ
ラ
ン

ダ
1
1
4
7
円
、
ド
イ
ツ
1
1
1

3
円
、
英
国
（
21
歳
以
上
）
1
0

1
7
円
な
ど
で
あ
る
。

日
本
の
最
賃
は
平
均
賃
金
と
の

関
係
で
も
低
水
準
で
あ
る
。
規
模

30
人
以
上
は
平
均
賃
金
の
43
・
6

％
（
厚
労
省
資
料
）
。
国
際
比
較

（
14
年
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）
で
は
、
賃
金

中
央
値
の
比
率
で
フ
ラ
ン
ス
61

％
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
60
％
な

ど
だ
。

メ
デ
ィ
ア
も
最
賃
水
準
で
平
均

的
な
賃
金
（
中
央
値
）
の
「
60
％

が
分
水
嶺
」
（
日
経
新
聞
6
月
20

日
）
と
報
道
し
始
め
た
。
「
先
進

国
は
6
割
を
め
ざ
し
て
い
る
」（
神

吉
知
郁
子
立
教
大
学
准
教
授
）
な

ど
の
提
言
も
見
ら
れ
る
。

全
労
連
が
め
ざ
す
「
全
国
一
律

最
賃
制
」
で
は
正
規
賃
金
中
央
値

の
60
％
を
下
限
と
し
、
19
道
府
県

の
最
低
生
計
費
調
査
を
踏
ま
え
て

1
5
0
0
円
を
求
め
て
い
る
。
連

合
も
94
年
に
「
一
般
労
働
者
賃
金

の
50
％
水
準
へ
接
近
」
を
打
ち
出

し
た
。
平
均
賃
金
の
60
％
は
世
論

の
支
持
を
得
ら
れ
る
水
準
と
い
え

よ
う
。

国
際
労
働
機
関
（
Ｉ
Ｌ
Ｏ
）
の

最
賃
条
約
は
水
準
に
つ
い
て
「
国

内
の
一
般
的
標
準
賃
金
」
「
労
働

者
の
団
体
協
約
の
賃
上
げ
を
参

酌
」
と
規
定
。
組
合
の
賃
上
げ
を

低
賃
金
層
に
連
動
さ
せ
る
こ
と
を

想
定
し
て
い
る
。

地
域
間
格

差
是
正
は
今

や
与
野
党
、

労
働
界
を
含

む
大
き
な
政

治
課
題
に
な

っ
て
い
る
。

現
在
の
中

央
最
賃
目
安

と
4
ラ
ン
ク

制
に
は
歴
史

的
な
経
緯
が

あ
り
、
全
国

一
律
最
賃
制

を
め
ざ
し
た

運
動
と
関
わ
っ
て
い
る
。
国
民
春

闘
と
し
て
75
年
3
月
に
総
評
、
同

盟
な
ど
労
働
4
団
体
と
社
会
党
、

民
社
党
、
共
産
党
、
公
明
党
の
4

野
党
が
全
国
一
律
最
賃
共
同
法
案

を
提
出
。
ス
ト
闘
争
が
不
発
に
終

わ
る
中
、
政
府
は
「
全
国
一
律
最

賃
法
案
を
重
要
参
考
資
料
」
と
し

て
中
央
最
賃
審
議
会
で
審
議
し
、

「
全
国
的
な
整
合
性
」
を
踏
ま
え

た
中
央
の
目
安
制
度
を
新
設
し

た
。総

評
な
ど
は
目
安
制
度
に
反
発

し
つ
つ
も
、
4
ラ
ン
ク
制
が
実
施

さ
れ
る
78
年
、
地
域
格
差
の
縮
小

を
目
的
に
全
国
一
律
最
賃
を
実
現

し
た
フ
ラ
ン
ス
な
ど
に
調
査
団
を

派
遣
。
フ
ラ
ン
ス
で
は
1
9
5
0

年
の
11
地
域
か
ら
段
階
的
に
9
地

域
、
6
地
域
、
4
地
域
、
2
地
域

へ
と
縮
小
し
、
68
年
の
ス
ト
で
全

国
一
律
に
一
本
化
さ
せ
た
。

調
査
報
告
書
は
「
フ
ラ
ン
ス
の

経
過
か
ら
は
、
日
本
も
こ
こ
数
年

と
か
中
期
的
に
地
域
最
賃
の
改
定

闘
争
を
発
展
さ
せ
、
全
国
一
律
一

本
に
も
っ
て
い
く
」
と
展
望
し
て

い
た
。
英
国
は
低
賃
金
層
を
対
象

に
し
た
最
賃
か
ら
99
年
に
全
国
一

律
最
賃
と
な
り
、
請
負
な
ど
非
雇

用
就
労
者
も
実
態
に
応
じ
て
最
賃

を
適
用
し
て
い
る
の
が
特
徴
だ
。

最
賃
改
善
は

政
治
課
題
に

日
本
は
ラ
ン
ク
制
施
行
か
ら
41

年
。
地
域
格
差
は
限
界
と
矛
盾
を

深
め
、
い
ま
や
格
差
是
正
は
政
治

課
題
と
な
っ
て
い
る
。
自
民
党
も

最
賃
の
低
さ
に
よ
る
人
材
流
出
や

外
国
人
労
働
者
の
確
保
な
ど
を
背

景
に
最
賃
一
元
化
推
進
議
員
連
盟

を
発
足
さ
せ
た
。
参
院
選
で
は
ほ

ぼ
全
政
党
が
最
賃
改
善
を
掲
げ
、

3
2
1
自
治
体
も
全
国
一
律
を
含

む
意
見
書
を
採
択
、「
地
方
の
乱
」

が
起
き
て
い
る
。

地
域
格
差
を
解
消
さ
せ
つ
つ
、

全
国
一
律
最
賃
を
実
現
す
る
チ
ャ

ン
ス
。
全
労
連
は
法
改
正
と
ラ
ン

ク
解
消
に
関
わ
り
、
5
年
程
度
の

経
過
措
置
で
全
国
一
律
最
賃
の
実

現
を
イ
メ
ー
ジ
し
て
い
る
。

強
化
が
必
要
な

中
小
企
業
支
援

最
賃
闘
争
の
前
進
の
た
め
に
は

中
小
企
業
の
支
援
策
強
化
が
重
要

と
な
っ
て
い
る
。

現
在
の
最
賃
支
援
制
度
は
業
務

改
善
助
成
金
が
約
7
億
円
と
少
額

だ
。
人
事
評
価
制
度
助
成
金
な
ど

も
生
産
性
向
上
が
前
提
と
さ
れ
、

経
営
側
か
ら
は
使
い
勝
手
が
悪
い

と
さ
れ
て
い
る
。

フ
ラ
ン
ス
で
は
社
会
保
険
料
の

使
用
者
負
担
軽
減
な
ど
で
約
2
・

3
兆
円
、
ア
メ
リ
カ
も
社
会
保
障

費
の
据
置
き
、
韓
国
で
は
飲
食
店

の
付
加
価
値
税
の
負
担
軽
減
な
ど

が
あ
る
。

日
本
で
は
直
接
的
な
資
金
支
援

や
公
正
取
引
の
実
現
も
課
題
。
世

界
で
地
域
別
に
最
賃
を
設
定
す
る

の
は
9
カ
国
に
過
ぎ
ず
、
59
カ
国

が
全
国
一
律
だ
。
国
際
標
準
の
全

国
一
律
・
水
準
到
達
が
今
後
の
最

賃
闘
争
の
課
題
と
い
え
る
。

地
域
格
差
と
水
準
の
低
さ
が
問
題

全
国
一
律
最
賃
へ
チ
ャ
ン
ス

１
５
０
０
円
求
め
る

平
均
賃
金
の
６
割
が
分
水
嶺

「全国的な整合性」と
７０年代には政府審議会でも

求
め
ら
れ
る
上
乗
せ
加
算

就
労
時
間
に
目
を
向
け
る

最
賃
改
定
に
経
営
安
定
必
須

最
賃
改
定
に
経
営
安
定
必
須
中
村
修
一
専
従
常
任
中
執


